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令 和 ３ 年 １ 月 ２ ７ 日  

担 当 課 

(担 当 者 ) 

財 政 課 

(塗 師 木
ぬ し き

) 

電 話 0857-26-7043 

 

令和３年１月臨時議会付議案 
 

議案第 １号 令和２年度鳥取県一般会計補正予算（第８号） 

 

国の補正予算に伴う事業等の追加を行うための補正予算である。 

 

    （概 要） 

 ①歳入歳出予算の補正 

  【予 算 額】 補 正 前 の 額 ３８８，６４６，１８７千円 

             補 正 額  ２９，０１０，３０１千円 

             補 正 後 の 額 ４１７，６５６，４８８千円 

 

   【補正額の財源内訳】 分担金及び負担金     ３１１，８１０千円 

              国 庫 支 出 金  １８，８５７，８３８千円 

              繰 入 金     １７７，８２３千円 

              諸 収 入     ５９１，８３０千円 

              県 債   ９，０７１，０００千円 

 

  ②継続費の補正 

 変更 １件 

 

 ③繰越明許費の補正 

追加  90 件    変更 １件   

 

 ④債務負担行為の補正 

追加 ５件   変更 ２件 

 

議案第 ２号 鳥取県基金条例の一部を改正する条例（財政課、スポーツ課） 

 

次のとおり鳥取県ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策基金を新たに設置するものであ

る。 

（新たに設置する基金の概要） 

名   称 設 置 目 的 

鳥取県ホストタウン等新型コロナウ

イルス感染症対策基金 
東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピック競

技大会の開催に関し、ホストタウン及び事前キャンプ地

において選手等を受け入れるに際しての新型コロナウ

イルス感染症対策に要する経費に充てること。 
 

 [公布施行] 
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報  告  事  項 
 

報告第１号 議会の委任による専決処分の報告について 

 

（１）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（令和３年１月４日専決）（警察本部監察課） 

 

和解の相手方：鳥取市 個人 

和解の要 旨：県は、損害賠償金 81,950 円（県過失５割）を和解の相手方に支払う。 

事故の概要：令和元年 12 月９日、鳥取警察署の職員が、公務のため普通特種自動車（パトカー）

を運転中、片側二車線道路の外側車線に進路変更した際、左後方の安全確認が不十分

であったため、後方から進行してきた和解の相手方所有の軽乗用自動車と衝突し、双

方の車両が破損したものである。 

 

（２）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（令和３年１月４日専決）（警察本部監察課） 

 

和解の相手方：鳥取市 個人 

和解の要 旨：県は、損害賠償金 27,139 円（県過失２割）を和解の相手方に支払う。 

事故の概要：令和２年 10 月６日、鳥取警察署の職員が、公務のため軽特種自動車（パトカー）を

運転中、交差点に進入した際、路外駐車場から交差点に進入してきた和解の相手方所

有の小型乗用自動車と衝突し、双方の車両が破損したものである。 

 

（３）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（令和３年１月４日専決）（警察本部監察課） 

 

和解の相手方：米子市 企業 

和解の要 旨：県は、損害賠償金 191,026 円（県過失 10割）を和解の相手方に支払う。 

事故の概要：令和２年 10 月 24 日、米子警察署の職員が、公務のため小型特種自動車（パトカ

ー）を運転中、前方の注意を怠ったため、信号待ちで停止していた和解の相手方所

有の小型貨物自動車に追突し、双方の車両が破損したものである。 

 

（４）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（令和３年１月４日専決）（警察本部監察課） 

 

和解の相手方：鳥取市 個人 

和解の要 旨：県は、損害賠償金 28,000 円（県過失１割）を和解の相手方に支払う。 

事故の概要：令和２年 10 月 26 日、鳥取警察署の職員が、公務のため普通特種自動車（パトカ

ー）を運転中、右折車線に車線変更した際、路外駐車場から道路に左折進入してき

た和解の相手方所有の軽乗用自動車と衝突し、双方の車両が破損したものである。 

 

（５）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（令和３年１月１５日専決）（観光戦略課） 

 

和解の相手方：境港市 個人 

和解の要 旨：県は、損害賠償金 104,170 円（県過失 10割）を和解の相手方に支払う。 

事故の概要：令和２年１月 25 日、西部総合事務所の職員が、公務のため小型乗用自動車を駐車

場内に駐車する際、目視で停車位置の確認をするため運転席ドアを開けたところ、

強風にあおられ、隣に駐車してあった和解の相手方所有の軽乗用自動車の前部左側

ドアに接触し、同車両が破損したものである。 

 

（６）鳥取県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例（令和３年１月２２日専決） 

（県民参画協働課） 

 

特定非営利活動促進法の一部改正に伴い、条例の規定中引用する同法の条項の改正を行うものであ

る。 

[特定非営利活動促進法の一部を改正する法律の施行の日から施行] 
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（７）鳥取県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

（令和３年１月２５日専決）（市町村課、長寿社会課） 

 

介護保険法の一部改正に伴い、同法の規定に基づく県の権限に属する事務が中核市の権限に属する

事務とされたことに伴い、鳥取市が処理することとしている介護サービス事業者の業務管理体制の整

備に関する届出の受理等の事務のうち、法令上中核市である鳥取市の事務となるものを削る。 

 

 [令和３年４月１日施行] 

 

報告第２号 地方独立行政法人鳥取県産業技術センターの常勤職員数について（産業振興課） 

 

地方独立行政法人法第 54 条第２項の規定により、地方独立行政法人鳥取県産業技術センターの常勤

職員数について報告する。 

 

令和３年１月１日現在 48 人 

 

報告第３号 長期継続契約の締結状況について 

 

    件 数   新規 ７件 変更 １件 


